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実行計画(全体)

実証事業における体制

実証事業から実装までのスケジュール

実証事業の内容

【福島県会津若松市】命を守るデジタル防災プロジェクト事業

12の分野において、多様な利用者を意識した包括的かつ包摂的なデジタル
化を推進。また都市OS上での分野間連携を前提に推進。

会津若松市におけるスマートシティ実行計画全体の推進体制は以下の通り。
本事業は、防災WG関連主体で構成した会津デジタル防災協議会で実施

目標（KPI）
目標 KGI／KPI 2030年目標値

市民参加率の向上
地域の活性化
持続性の確保

地域ID登録者数
公示地価の伸び率

経常収支比率

50,000ID
地方平均比＋7%

90％未満

本事業は、計画全体KPIの一つである『地
域ID登録者数の増加』に資するものと整理

実
行
計
画

Ｋ
Ｐ
Ｉ

2022年度までにデジタル防災・他サービス連携による要支援者/避難生活支援について実
装済み。2023年度は実装機能を基に、ケアエール・要支援者個別避難計画管理システ
ム連携を行うことで、個別避難計画の他分野における活用と共助の土台作りを実現する。

2024年度以降2023年度2022年度
他サービス連携による要支援

者/避難生活支援 共助モデルによる
継続的な運営知見を踏まえたサービス・都市

OS改修

デジタル技術を活用した市民生活の利便性向上及びICT産業集積を同時に推進する。特にデジ
タルを活用することで、利便性・持続性等を向上させる。
今回、災害に備え、個別避難計画を家族・地域自主防災組織等へ共有、及び災害時に地域自
主防災組織等への市民安否結果を共有するシステムを構築する。

防災アプリ「デジタル防災」と都市OSを連携し、個別避難計画や災害時の安否結果を、家
族や地域自主防災組織等へ共有するシステムを構築し、その効果検証を行うことで、共助
の仕組みづくりを行う。

家族・支援者・地域自主防災組織等への個別避難計
画・安否結果の共有による共助モデルの土台作り

スマートシティ構想の全体概要

会津デジタル防災協議会

自主防災組織 町内会

（株）エムアイメイズ

アクセンチュア（株）
SOMPO HD（株）
SAPジャパン（株）

三井住友海上（株）

代表：ソフトバンク（株）

【協力】
会津若松市

行政

デジタル防災

交通 医療

都市OS
（会津若松）

都市OS/APIを通じた
サービス間データ連携

介護

APIsAPIs

家族・支援者・自治体職員等

在宅
ケア

個別避難
計画

防災

連携

要支援者個別計画策定業務の効率化

個別避難計画をデジタル化し自治体と共有する
ことで、自治体による「要支援者個別避難計画」
の確認・チェック等の効率化を図る。

家族・支援者への個別避難計画連携
（災害に備え）

個別避難計画を、家族・地域自主防災組織(町内
会/民生委員/消防団)等の支援者に対しても、共
有することで、平時における共助の土台作りを行う。

オプトインによる属性情報を活用したサービス提供
及びサービス間連携(防災-介護事業 間)を実装

安否結果を地域防災組織等へ共有
（災害時）

災害時において、位置情報を含む安否結果を家族
だけでなく、地域自主防災組織・町内会等へ共有
範囲を拡大することで、共助の仕組みを実現する。

都市OSを用いたサービス間データ連携



駅を核としたウォーカブルで誰もが移動しやすい、人中心に最適化された都市空間・環境〈スマー
ト・ターミナル・シティ〉の形成に向け、新市街地形成の進む美園地区において、交通量変化の想
定に基づくシミュレーションを通じて大規模イベント時の交通施策を評価・検証するとともに、評価
を踏まえた交通負荷分散化施策を試行することにより、市街地環境変化に対応したスマートプラ
ンニング体制構築を図り、エリマネDXを推進する。

実証事業における体制
実証事業から実装までのスケジュール

【埼玉県さいたま市】スマート・ターミナル・シティさいたま

推進主体

企画補助事業者

さいたま市

(一社)美園タウンマネジメント

シミュレーション事業者

都
市
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

サービス提供事業者

(一社)美園タウンマネジメント
・さいたま市

全体統括

市
民
等

サ
ー
ビ
ス

提
供

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

地
元
事
業
者
・
組
織

サ
ー
ビ
ス
受
益

参画
・連携

実行計画(全体)
「市民のウェルビーイングな暮らしを実現する〈スマー
トシティさいたま〉」の実現に向け、駅を核とした
ウォーカブルでだれもが移動しやすい、人中心に
最適化された都市空間・環境を構築。

駅を核とした「スマート・ターミナル・シティ」

【先行モデル地区】
○中心市街地型モデル (高密エリア・商業業務地ゾーン)

→大宮駅・さいたま新都心駅周辺地区
○郊外住宅地型モデル (中高密エリア・住宅地ゾーン)

→美園地区

先行モデル地区での
実践・成果を

市内他地区等へ横展開

施策① 〈モビリティサービスの充実〉により、健康で環境にやさしい脱クルマ依存型
生活行動を支え、地域回遊性を高めるとともに、

施策② モビリティと地域経済活動が連携した〈ライフサポート型MaaSの構築〉を進
め、

施策③ 各種サービスデータや都市データを活用した〈スマートプランニングによる
ウォーカブルな都市空間・環境の形成〉を促進する。

過年度実証成果等も踏まえつつ、施策③に関する実証を展開。

【実証】 地区スケールでのスマートプランニング体制構築に向けた運用検証 (郊外住宅地型モデル)
○GPSやAIカメラから取得した人流データ等を用いて、施策効果の事前評価およびその評価結果に基づ

いた施策実践を行い、その一連のプロセスの試行・検証を通じ、地区スケールでのスマートプランニング
体制構築を図り、エリマネDXを推進する。

③プロセス検証
・①～②のプロセス評価・
検証により、地区スケー
ルでのスマートプランニン
グプロセスの定着・実装
に向けた課題・方策等
を抽出・整理。

①人流・車流シミュレーション評価

②シミュレーション評価に基づく施策実験

・GPSデータ等を活用した人流・車流
シミュレーションを実施。

・シミュレーションの中で、日常時/非日
常時の各交通施策について効果が
最大化される条件(空間・施設運用、
サービス設計・運営等)を評価・導出。

・①の評価結果を踏まえながら、埼玉スタジアム2○○2でのイベン
ト開催時の交通負荷分散化に向けた施策を実施し、移動デー
タ・AIカメラ等により効果測定・検証。

③スマートプランニングに
よるウォーカブルな都
市空間・環境の形成

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度～

市
内
他
地
区

・
他
都
市
へ

施策

交通負荷分散化施策 実証実験

実装地区スケールの取組へ拡充 (エリマネDX)

先
行
モ
デ
ル
地
区

で
の
実
装

現況値(コロナ禍前) 目標値
シミュレーション回数 0回 （取組の中で実施）

交通負荷分散
・ 自家用車分担率 33.9％ 20%
・ 渋滞継続時間改善 （取組の中で計測） （取組の中で計測）

実証事業に関する目標（KPI）

実証事業の内容

スマートプランニング高度化 (施設・街区スケール)

取組連携

シミュレーション(イメージ)

シャトルバス優先走行化実験(イメージ) 滞留空間創出実験(イメージ)



〈実証実験の企画フェーズ〉 〈実証実験の設計フェーズ〉 〈実証実験の実施フェーズ〉

• 他システム構築・実装
• 横展開モデルの検証

実証事業に関する目標（KPI）

実行計画(全体)

実証事業から実装までのスケジュール

実証事業の内容

【東京都千代田区】大丸有エリアMICE事業
大丸有スマートシティビジョン・実行計画にて定めた区域の発展的課題である非日常のポテンシャルの拡
大は、MICE期間中のより充実した大丸有体験の提供を通じて、エリア価値向上に取り組むとしている。
本実証実験では、エリアマネジメントによるデータ利活用にて「会議参加者群/参加者志向と豊
かなエリアコンテンツのマッチング率の向上」を図り、都市のアップデートを目指す。

MICEサービス利用者からの満足度50%以上

「エリアマネジメントのデジタルトランスフォーメーション」
モデルの実現

■対象エリア：■対象区域のビジョン
1. 時代をリードする国際的なビジネスのまち
2. 人々が集まり賑わいと文化のあるまち
3. 情報交流・発信のまち
4. 風格と活力が調和するまち
5. 便利で快適に歩けるまち
6. 環境と共生する持続可能なまち
7. 安全・安心なまち
8. 新技術やデータを活用するスマートなまち
9. 地域、行政、来街者が協力して育てるまち

2030年のSDGs達成に向け、都心の成熟した持続可能な発展を、イノベーションとテクノロジーによ
る仕組みの再編・構築により、エリアマネジメント・公民協調で実現を目指す。

MICE参加者とマッチングされる
エリアコンテンツの整理

MICE事業者側との連携や
提供サービス満足度調査等

エリマネとしての持続可能な
連携・運営方法具体化

都市運営の高度化に向けた検討

MICE参加者向けのUX検討
評価すべき機能の具体検討

実証で活用するシステムの
企画/設計・事前検証

実証用システム活用
データ収集

デジタルコンテンツ（システム構築）

【R5年度】
エリアの魅力が
伝わるMAP

MAPのコンテン
ツ登録を簡略
化するCMS

他のシステムと
データ連携する
都市OS

実
装 • 実証

• 実験
• R5構築物の継続運用・実装
• 他システム方針検討

R4 ~5 R6 R7

MICE会場からエリアへ滲み出し・エリアを味わい尽くしてもらう
ことを掲げ取り組む

実証事業における体制

【R5年度】
エリアコンテン
ツ発信用
webサイト

大手町・丸の内・有楽町地区まちづくり協議会
－スマートシティ推進委員会－ 幹事、推進統括

NTTデータ スマートシティ推進委員会:都市OS関連の検
討受託・エリアMICEシステム機能実装担当

DMO東京丸の内エリマネ
連携

MICE事業の企画、推進
MICE関連データ提供

大丸有地区スマートシティ推進コンソーシアム
東京都・千代田区・大丸有まちづくり協議会

官民
連携 提案主体

関係者 役割

企画開発
体制

日比谷

銀 座 八重洲 日本橋

2-3月
コンテン
ツ検討

10月ｰ11月
（見込）
MICEに合わせ
た実証②

実
証
事
業

12月-2月
報告書の
とりまとめ

5月－10月
コンテンツ検討・企画深度化

4月
MICEに
合わせた
実証①

■区域の発展的課題とその対応方針
MICEを街に開くことが大丸有のクリエイティブなライフスタイ
ルに貢献、MICE機能整備やMICEブランド力の向上は
MICE等を呼び込み知的交流の機会創造に寄与。

大手町・丸の内・有楽町地区 都市観光ビジョン 2019 年 改定版より



生産年齢人口の減少に対応するための生産性向上や新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえた非
接触サービスの提供の必要性から、ロボットによる業務代替やサービス提供の社会的要請が高まっ
ている。本実証実験では、ロボットサービスの実装に向けた技術的課題・サービス課題の解決として
、インシデント対応システムの位置情報対応と配送ロボットの配送能力・利便性向上を目指す。

実証事業に関する目標（KPI）

実行計画(全体)

実証事業から実装までのスケジュール

実証事業の内容

【東京都大田区】ロボット位置情報連携・買い回り実証事業

ﾛﾎﾞｯﾄ導入数：10種・50台

ﾛﾎﾞｯﾄによる代替業務数：10業務

ﾛﾎﾞﾃｨｸｽｻｰﾋﾞｽ利用者満足
度：80％
業務効率化率：現状比20％減

小目標中目標

サイバー空間＝３D K-Field

現実空間

遠隔観光、AR

モビリティ ヘルスケアロボティクス ツーリズム

データを
集める

データを
活かす

サイバー空間＝３D K-Field

現実空間

自動運転技術
（バス、電動ｶｰﾄ、車いす）

自動清掃・配送、
アバターロボット ポイントサービス等

空間情報データ連携基盤「3D K-Field」を構築の上、先端技術を活用したサ
ービスの区域内への実装、新たなサービス・ビジネスモデルの大田区全域を
はじめとした全国への横展開を目指す。

大田区（都市管理者）

羽田みらい開発㈱・鹿島建設㈱

実行計画推進・モニタリング

全体統括

調整・とりまとめ㈱日本総合研究所

ﾛﾎﾞｯﾄ制御
ｼｽﾃﾑ

SolidSurface（同

ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ対応
ｼｽﾃﾑ

ｱｼﾞｱｸｴｽﾄ㈱

ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ・清掃・
警備ﾛﾎﾞｯﾄ

SolidSurface（同

SEQSENSE㈱

羽田第１ゾーンスマートシティ推進協議会

ｼｽﾃﾑ･ﾛﾎﾞｯﾄ
ﾕｰｻﾞｰ

鹿島建物㈱

アラコム㈱

野村FP㈱

実証事業体制

スケジュール
R5年度 R6年度

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q
配送能力向上

配送領域拡大

ﾛﾎﾞｯﾄ運用体制構築

ｻｰﾋﾞｽ提供体制構築

本格実装調整

ﾛﾎﾞｯﾄﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰｼｽﾃﾑ

ｲﾝｼﾃ゙ ﾝﾄ対応ｼｽﾃﾑ

清掃ロボット

警備
ロボット

配送
ロボット

分野横断型ロボット
統合管制システム

注文

複数配送・複数店舗巡回指示

店舗巡回
複数配送

施設管理者
緊急対応 情報提供・指示

実証実験②
複数配送・複数店舗巡回システムの導入による配

送システムの能力向上の検証

実証実験①
位置情報を含んだﾛﾎﾞｯﾄのｽﾃｰﾀｽ管理、業務管理、
ｲﾝｼﾃﾞﾝﾄ対応ｼｽﾃﾑの検討・（一部）実装並びに対応

体制の構築

データ可視化サービス高度化



乙川リバーフロント地区におけるウォーカブルシティの構築にむけた
公共空間の整備・活用に合わせてスマート技術の導入を着実に
推進し、各拠点におけるにぎわい創出を図る。

実証事業に関する目標（KPI）

実行計画(全体)

実証事業における体制

実証事業から実装までのスケジュール

実証事業の内容

【愛知県岡崎市】多機能カメラセンサーによるデータ利活用実証事業

実証カメラカウント人数 6,000人
データ活用まちづくり課題 ３課題
イベント来場客増加率 1.1倍

都市再生

ｳｫｰｶﾌﾞﾙ推進

ｽﾏｰﾄｼﾃｨ実現

好循環人流
創出

民間
投資

公共空間
整備

公共空間
活用

民間投資
誘導

安全

快適

商業

観光

防災

環境

交通 健康

スマートサービス データ利活用

多機能カメラセンサー導入 既存機器取得データ

岡崎市企画課
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ推進課
都市施設課

NTT西日本日本工営株式会社

アドバイザー：名古屋大学 遠藤准教授

岡崎スマートコミュニティ推進協議会

R5.1～ R5.4～ R5.7～ R5.10～ R6.1～ R6

(実証)
データ
取得

関係者
調整

実証機器構成の構築
動作確認 報告書

作成
（実証）
分析活用

今後の東岡崎駅整備や公共空間の更なる利用活発化に向けて、多機能カメラセ
ンサーの導入による柔軟なデータ取得手法を構築し、各事業者と連携したデータ
分析及び活用により乙川リバーフロント地区の更なる活性化を図る。

多機能カメラセンサーの導入により、駅周辺整備期間中やカメラ常設
不可の公共空間（河川）にて、柔軟にデータを取得し、既存固定
カメラデータ等と合わせエリアでデータ活用を検討

人流カメラ P満空

〇賑わい増加と渋滞緩和の両立にむけたデータ活用実証
・河川空間利用の情報発信等マネジメント実証
・駅工事中も公共交通分担率を高める方策検討

駅隣接河川空間

実装課題対応
実装準備 実装

東岡崎駅交通広場

〇現場混雑状況を勘案した「駅広場マルチ利用」
にむけた機能検討

人流および車流データの同時取得 可動式カメラの活用



早期からの未病・フレイル対策による住民の健康促進に向け、ウェラブルデバイスを通
じて収集する住民バイタル・行動データをデジタルツイン上でデータ分析・シミュレートし
、健康・賑わい促進の観点からより望ましい行動変容を促す施策の効果検証を行う。

実証事業に関する目標（KPI）

実行計画(全体)

実証事業における体制

実証事業から実装までのスケジュール

実証事業の内容

【京都府精華町・西木津地区】 デジタルツインを活用した健康・にぎわい促進施策の効果検証事業

外出増加率：
サービス運用開始時比30％増

本事業実施体制

スマートけいはんな
プロジェクト推進協議会

京都府

一般社団法人
京都スマートシティ推進協議会

ミツフジ
株式会社

ダッソー・システムズ
株式会社

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ
株式会社

代表

バイタル
データ

歩数
データ ポイント

管理

PHR
データ

ガチャチャレ
ンジ

移動
データ

サ
イ
バ
ー
空
間

フ
ィ
ジ
カ
ル
空
間

データ連携基盤

けいはんなデジタルツイン

• ウェラブルデバイ
スを介して収集
した都市生活デ
ータを連携

• 健康の観点での
Fit/Gap分析、行
動変容施策 高度
化(レコメンド・インセ
ンティブ内容改善)

• デジタルツイン上で
住民の行動パター
ンを分析・シミュレー
ト

• ウェラブルデバイ
スを介して行動
データを収集・
モニタリング

Step1

Step2 Step3 

Step4 

デジ田事業で導入するウェラブルデバイスより収集する各種生活データを
デジタルツインで分析・シミュレート／行動変容促進施策(健康×消費)の検証

デジ田実装事業(住民の健康×地域消費促進）

精華町 京都府立医大
連携

誰もが安心・安全に暮らせる都市を目標に、
デジ田事業と連携しながら取組を加速。

2023年度 2024年度 2025年度～

住民向けサービス運用・改善

デジタルツイン
分析環境構築

データ分析・施策改
善～効果検証

展開地域拡大

デジタルツイン
機能向上 社会実装へ

改善策実装

目指す目標・ビジョン
誰もが安心・安全に暮らせる、

持続可能な「誰一人取り残さない」都市

交通

防災

健康
賑わい

日常生活で利用する商業施設、医療機関等と住宅地をつ
なぐ乗合型のデマンドバスを運行
通勤、買物、通院等の移動手段のマイカーから公共交通機
関への転換を促進

デジタルツイン×パーソナライズド避難誘導により住民の正
常性バイアスを解消し、誰一人取り残さない、安心・安全な
都市の実現を目指す

地場企業発・国産ウェラブルデバイスを核に、地域店舗と連
携し民間ポイントを活用した行動変容促進サービスを展開
住民の健康行動と地域店舗の活性化を両立



実証事業に関する目標（KPI）

実証事業における体制

実証事業から実装までのスケジュール

実証事業の内容

【兵庫県加古川市】誰もが豊かさを享受できる加古川スマートシティ推進事業

周辺自治体との都市間連携により見守りタグ検知アプリや浸水センサーの広域展
開等に関する検証を行うとともに、加古川駅周辺エリアにおいてAIカメラ等からの取
得データやPLATEAUを活用したスマートプランニングの検証を行う。

【実証①】 地域の安全対策への満足度 65％ (R8年度)
【実証②】 加古川駅周辺の都心魅力の満足度 60% (同上)
【実証③】 地域の防災体制への満足度 65% (同上)

実行計画(全体)

実証①

実証②

実証③

実証①

実証②

【実証①】
広域見守りサービスの
実装に向けた機能強
化・サービススキーム
構築

【実証②】
センシング技術による人
流・モビリティ情報を活
用したスマートプランニ
ングへの展開

【実証③】
浸水センサ―(ワンコイ
ンセンサー)の広域設
置・都市OSを含めた共
同利用

実施内
容概要

見守りタグ検知アプリを
活用した広域見守り
サービスの広域実証・
サービススキーム構築

AIカメラ等のセンシング
技術による加古川駅前
エリアの人流等自動計
測、モビリティのデータ活
用と有効な情報提供

浸水センサ―(ワンコイン
センサー)の広域設置、
収集データ等の共同利
用（ダッシュボードでの
可視化等）

実証
イメージ

見守りタグ検知アプ
リの広域実装に向け
た『ボランティア貢献
度把握』に関する機
能検討・構築 等

高度化カメラ(人流
測定AI)等の収集
データを活用した人
流・車両のダッシュボー
ド可視化及び３D都
市モデルへの重畳・分
析

近隣自治体への同セ
ンサー設置、取得デー
タを一元集約して広
域防災の実装可能性
を検証

見守りタグ検知アプリ 高度化カメラと3D都市モデル
ワンコインセンサーの
設置イメージ

誰もが豊かさを享受できるスマートシティ加古川を目指し、見守りサービス等
の実装を推進。

～R4 R5上期 R5下期 R6 R7

実証① アプリ開発 実証自治体募集 実証実施・都市OS機能更新 成
果
取
り
ま
と
め

関係者
調整

サービス
開始

実証② 高度化カメラ
設置 センサ等設置・R4データ可視化 データ取得・分析 継続稼働

（実装）

実証③ センサ設置 設置場所検討
実証自治体募集 設置 データ可視化・都市

OS共同利用検討
継続稼働
（実装）



実証事業に関する目標（KPI）

実行計画(全体)

実証事業における体制

実証事業から実装までのスケジュール

実証事業の内容

【和歌山県すさみ町】観光拠点・防災道の駅中心の複数分野における高度化・自動化事業

・南海トラフ地震や大雨等のリスク、高齢化・人口減の人手不足、観光客への情報発
信等の課題解決のため、ドローン活用やポータルによる情報発信等により、安心安全で
快適な町づくりを推進。今回は、ドローンの遠隔監視及び操作等の検討を実施。

すさみスマートシティ推進コンソーシアム
にて実証事業を推進する

・2025年実装を目指し事業を推進

・遠隔ドローン運航での現地専門作業員の削減（6名→2名）
・安全なドローン離発着拠点の必要要件確認と利用マニュアル化
（令和5年度末までに初版作成）

・道路異常アラームのAPI連携での必要な条件整理
（令和5年度末までに作成）

観光分野における「観光立町推進」、防災分野における「大災害
への備え」を、ICT技術を活用したデジタル化・自動化・効率化に
より推進する。

実証技術①：ドローン点検を遠隔から監視及び操作を検証

実証技術②：安全なドローン離発着拠点の要件を検討

実証技術③：ドローンによるレーザー測量とドローンシミュレーション用に準備した3次
元地図を比較することで、道路上の障害物を検知し、自動運転シス
テムとの連携を検証


